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第 4 章 環境予備調査 

４－１ 環境法制度（法令・規則・基準） 

４－１－１ 憲法と環境管理基本法 

「インドネシア共和国憲法（1945 年）」には、環境権に関する規定はないが、第 33 条に天然

資源管理に関する一般条項があり、次のように規定されている。 

• 第 33 条：「そこ（領土内）に存在する土地、水、天然資源は国により支配され、国民の

福祉のために利用される」 

環境の基本法に該当する法律としては、1997 年に制定された環境管理法がある。環境管理法

は、まず 1982 年に旧環境管理法として制定されたが、1997 年に改定された。同年、法律第 23

号の新環境管理法が制定され、これにより旧環境管理法は廃止されている。 

• 「環境管理に関する法（Law No.23, 1997 on Environmental Management）」 

新環境管理法の構成は以下のようになっている。 

第１章 一般条項 

第２章 基本目標、対象 

第３章 コミュニティの権利、義務、役割 

第４章 環境管理権限 

第５章 環境機能の保全 

第６章 環境遵守要求 

第 1 節：許可  第 2 節：監督  第 3 節：行政処分  第 4 節：環境監査  

第７章 環境紛争の解決 

 第 1 節：一般事項  第 2 節：法廷外の紛争解決  第 3 節：法廷での紛争解決 

第８章 調査権 

第９章 犯罪条項 

第１０章  移行期間に関する条項 

第１１章  結び（旧法の廃止と新法の発効、新法の範囲内で既存法の有効性を規定）  

1997 年の環境管理法の特徴として、①事業活動に対する環境規制の強化、②罰則強化、③環

境紛争の処理規定の強化、④国民の環境情報に関する権利規定の導入などがあげられている。 

「事業活動に対する環境規制強化」では、事業者が環境法規を遵守している状況の査察・監

督権、違反に対する制裁措置、事業者による環境監査の実施義務、環境犯罪に対する政府職員

の捜査権、環境事犯者の経費負担による損害回復措置や事業許可の取り消し処分などに関する

規定が盛り込まれた。 

「罰則強化」では、故意に環境汚染や環境損傷を引き起こした場合、5 億ルピア（日本円で

600 万円から 650 万円相当）以下の罰金もしくは 10 年以下の懲役とされ、死者や重傷者の発生
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を伴う重大な過失に対して、7 億 5000 万ルピア以下の罰金もしくは 15 年以下の懲役を課すと

規定した。さらに、企業がインドネシアの環境法規制を犯した場合は、罰金額は規定より更に

3 分の 1 増額され、環境犯罪の行為を命じた企業内の個人には犯罪責任があると規定した。 

これらは、日本の水質汚濁防止法の排水基準違反に対する罰則措置で、30 万円以下の罰金も

しくは 6 ヵ月以下の懲役となっているのと単純比較すると、数値上では約 10 倍以上の量刑と

なっており、非常に厳しい罰則規定を課している。 

「環境紛争の処理規定の強化」では、環境紛争の解決手段として、司法裁判による解決法と

は別に、自主中立の第三者団体による調停・斡旋の規定が設けられた。環境団体や地域社会が

環境に対する犯罪行為を提訴する権利も認めた。 

「国民の環境情報に関する権利規定の導入」では、第 5 条第 2 項で、すべての国民が環境管

理の役割に関する情報に接する（対する）権利を認め、同第 3 項では、誰しもが法規に基づく

環境管理体系の中に役割を持つ（参加する）権利を認めた。同法の解説では、環境情報の例と

して、環境影響評価の報告書と関連書類、規制遵守状況と環境質の変化に関する環境モニタリ

ングの結果、空間管理計画書などが示された。事業者には環境情報の提供も義務付けられた（第

6 条第 2 項）。 

４－１－２ 生物・国土・水質環境関連の重要法令 

環境管理法の他に、環境関連の重要法を以下に整理する。特に、本件調査に関係すると想定

される自然・生態系の保全に関する法、国土空間の利用に関する法、水質汚染防止・有害廃棄

物管理・悪臭防止に関する法令などである。環境影響評価に関する法規は、4－1－3 項で記述

する。 

（１）自然・生態系の保全に関する法規 

• 生物資源とその生態系の保全に関する法律（1990 年/ 法律第 5 号） 

（Law No.5/ 1990 on Conservation of Biological Resources and their Ecosystems） 

• 自然環境の保全規準と該当区域に関する政令（1997 年/ 政令第 47 号） 

（Government Regulation PP. No.47, 1997）：自然の保全規準（Preservation Criteria）と該当

予想区域図（indicative area map）に関する規定。 

（２）国土空間の利用に関する法規 

• 国土空間利用の管理に関する法律（1992 年/ 法律第 24 号） 

（Law No. 24/ 1992 on Spatial Use Management）：空域、陸域、水域、海域、地下水、沿

岸部を含む国土空間の開発（Spatial Development）に関する基本法。 

• 国家国土空間計画に関する政令（1997 年/ 政令第 47 号） 

（Government Regulation: National Spatial Plan (RTRWN) – PP No.47, 1997）：空間計画

（Spatial Plan）とは、空域、陸域、水域、海域、地下水、沿岸部を含む国土空間に対す

る管理・利用計画を指す。保全区域に関する基準（Preservation Criteria）を含む。 

• 国土空間計画の策定に際した住民の権利・義務・参加に関する政令（1996 年/ 政令第
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69 号） 

（Government Regulation PP. No. 69, 1996）：空間・土地利用計画（Spatial Planning）に関

する権利と義務の行使、住民参加の手順と形態に関する政令。 

（３）水質汚染防止・有害廃棄物管理・悪臭防止に関する法規 

• 水質汚染の防止に関する政令（1990 年/ 政令第 20 号） 

（Government Regulation PP. No. 20/ 1990 on Water Pollution Control）  

• 産業排水基準に関する環境大臣令（1995 年、環境大臣令第 51 号） 

（Decree of State Minister of Environment on Quality Standard for Industrial Wastewater; 

Kep-51/ MENLH/ 10/ 1995） 

• ホテル業の排水基準に関する環境大臣令（1995 年、環境大臣令第 52 号） 

（Decree of State Minister of Environment on Quality Standard for Wastewater from Hotel 

Activities; Kep-52/ MENLH/ 10/ 1995） 

• 有害廃棄物の管理に関する政令（1994 年、政令第 19 号） 

（Government Regulation PP. No. 19/ 1994 on Hazardous and Toxic Waste Management） 

• 悪臭の基準に関する環境大臣令（1996 年、環境大臣令第 50 号） 

（Decree of State Minister of Environment on Standards for Offensive Odor Level; Kep-50/ 

MENLH/ 11/ 1996） 

４－１－３ 環境影響評価に関する法制度 

本項では、環境影響評価の実施に関する基本的な法制度について述べる。「環境影響評価」

は、インドネシア語では「AMDAL」、英語では「EIA（Environmental Impact Assessment）」と

略記される。 

EIA 実施の根拠は、環境管理法に規定されている。この根拠法は 1997 年に改定されたもの

だが、それに先行して、リオ・サミット（1992 年の国連環境開発会議）後の 1993 年と 1994

年に、EIA の実施に関する政令や実施官庁に関する大統領令、EIA 評価委員会に関する規定が

策定された。その後、1997 年に環境管理法の改定とともに、EIA 実施後の環境管理計画と環境

モニタリング計画の充実を図るための規定が策定された。2000 年になると、インドネシア政府

の地方分権化と行政再編に伴い、環境管理庁（BAPEDAL）は環境省に統合され、一般的な事

業の EIA の審査は、地方分権政策により環境管理庁（BAPEDAL）から地方政府にその権限が

委譲された1。それに従い、EIA 報告書の評価法、州・県・市の EIA 評価委員会の形成と作業

指針、技術専門家チームに関する指針、EIA が必要とされる事業種分類規定、コミュニティの

参加や情報開示に関する規定などが策定された。（１）と（２）に、これらの法令を整理した2。 

インドネシアでは、現在、環境省内の環境影響評価審査部門で審査を受ける事業は、州境を

超える事業や生物多様性・温暖化対策などの地球環境問題に関わるような戦略的な事業に限定

                                                        
1 地方自治法（1999 年/ 法律 22）と環境省の環境影響評価向上課課長からのヒアリングによる。 
2 英語訳は、環境省、BAPPENAS の担当部署、BAPPENAS 図書館、JICA インドネシア事務所、Business News 誌な

どが英訳を出している法令もある。 



 

－ 72 － 

されている。バリ州の水資源管理・開発計画に関する事業のための EIA は、同州の公共事業局

水資源部が実施官庁であり、州の環境管理局（BAPEDALDA）が審査官庁である。EIA が実施

された場合の最終承認は、州が組織した EIA 評価委員会の検討を経て、州知事名で出されるの

が原則となる。ただし、特定県や市域に限定された事業については、当該県・市で EIA 評価委

員会が形成される。（３）は、EIA の実施に関して、該当する自治体レベル（州・県・市）の

環境局から承認が必要となる事項である3。 

（１）EIA 実施の根拠となる法規 

根拠法 

• 環境管理に関する法（1997 年/ 法律 23） 

（Law No.23/ 1997 on Environmental Management）：特に第 15 節が環境に影響を与え

る事業での EIA の実施を要求している。 

（２）EIA の実施方法に関する法規 

• 環境影響評価に関する政令（1999 年/ 政令第 27 号） 

（Government Regulation PP. No.27/ 1999 on Environmental Impact Assessment) ：旧令と

して、1993 年/ 政令第 51 号がある。 

• 環境管理庁（BAPEDAL）に関する大統領令（2000 年/ 大統領令第 10 号）4 

（ Presidential Decree No.10/ 2000 on Environmental Impact Management Board 

（BAPEDAL））：旧大統領令は、1994 年大統領令第 77 号。 

• 環境影響評価（AMDAL または EIA）の準備のための一般指針に関する環境大臣令

（1994 年/ 環境大臣令第 14 号） 

（Decree of State Minister of Environment on General Guideline for the Preparation of EIA; 

No.14/ MENLH/ 03/ 1994） 

• 統合された活動と複数の部門にまたがる活動に係わる環境影響評価委員会（AMDAL 

Commission）の設立に関する環境大臣令（1994 年/ 環境大臣令第 15 号） 

（Decree of State Minister of Environment on Establishment of an EIA Commission for 

Integrated/ Multi-sector Activities; No.15/ MENLH/ 03/ 1994） 

• EIA 報告書の評価指針に関する環境大臣令（2000 年/ 環境大臣令第 2 号） 

（Decree of State Minister of Environment on the Guideline to evaluate EIA Document; 

No.2/ MENLH/ 2000） 

• EIA 評価委員会（AMDAL Commission）の作業指針に関する環境大臣令（2000 年/ 環

境大臣令第 40 号） 

（Decree of State Minister of Environment on Guidelines for Work System of EIA 

                                                        
3 バリ州の BAPEDALDA での聞き取りでは、EIA 調査項目と範囲についての調査仕様書（TOR）の承認は特に必要

ないと回答があったが、この手続きは、インドネシア環境省規定（2000 年/ 環境管理長官令第 9 号）にあり、JICA
新環境社会配慮ガイドラインも、この手続きを求めている。 

4 2000 年以降、環境管理庁（BAPEDAL）は環境省に統合され、EIA 審査を含む環境影響管理部門は環境省の１部門

となった。 
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Evaluation Committee; No.40/ MENLH/ 2000）：関連する先行規定として、1994 年/ 環

境大臣令第 13 号がある。 

• 地方政府（県/ 市）の EIA 評価委員会の形成指針に関する環境大臣令（2000 年/ 環

境大臣令第 41 号） 

（Decree of State Minister of Environment on the Guideline for Regencies/ Municipalities to 

establish EIA Evaluation Committee; No.41/ MENLH/ 2000） 

• 中央 EIA 評価委員会メンバーと技術専門家チームの構成に関する環境大臣令（2000

年/ 環境大臣令第 42 号） 

（Decree of State Minister of Environment on the Membership Structure of Central EIA 

Evaluation Committee and Technical Team; No.42/ MENLH/ 2000）：関連する先行規定と

して、1994 年/ 環境大臣令第 13 号がある。 

• EIA の実施が要求される事業・活動計画の種類に関する環境大臣令（2001 年/ 環境

大臣令第 17 号） 

（Decree of State Minister of Environment on Types of Business and/or Activity Plans that 

are required to be completed with EIA; No.17/ MENLH/ 02/ 2001）：旧令として、1994 年/ 

環境大臣令第 11 号がある。 

• 著しい影響の確定のための指針に関する環境管理庁長官令（1994 年/ 環境管理庁長

官令第 56 号） 

（Decree of BAPEDAL Chair on Guidelines for the Determination of Significant Impact; 

No.56/ 1994） 

• EIA の実施指針に関する環境管理庁長官令（2000 年/ 環境管理庁長官令第 9 号） 

（Decree of BAPEDAL Chair on Guidelines for Preparation of Environmental Impact 

Assessment Study; No.09/ 2000） 

• EIA プロセスでのコミュニティの参加と情報開示に関する環境管理庁長官令（2000

年/環境管理庁長官令第 8 号） 

（Decree of BAPEDAL Chair on Community Involvement and Information Disclosure in 

the process of EIA (AMDAL); No.08/ 2000） 

• 環境管理計画と環境モニタリング計画のガイドラインに関する環境管理庁長官令

（1997 年/環境管理庁長官令第 105 号） 

 (Decree of BAPEDAL Chair No.105/ 1997 on Environmental Management Plan (RKL) 

and Environmental Monitoring Plan (RPL) Guidelines)：関連する先行規定として、1994

年/ 環境大臣令第 12 号がある。 

（３）EIA 審査の手続き 

環境省の環境影響評価向上課5によれば、EIA の審査承認までの手続きとして、以下のア

からウまでの手続きが通常要求されている。 

                                                        
5 環境影響評価向上課（Division for EIA Development）の課長 Tina A. Sjarief との聴き取り、質問文調査による。 
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ア．EIA 調査項目と範囲についての調査仕様書（TOR）の承認 

イ．EIA 審査委員会の形成に関する承認 

ウ．EIA 審査委員会による EIA の承認 

EIA 実施時期について厳密な規定はないが、事業実施承認のためには EIA が終了し承認

されていなければならないので、通常 FS 調査の段階で EIA が実施される。マスタープラン

段階での実施については、明確な要求はない。 

４－１－４ 行政の環境管理機能の参考となる規定 

前項までに述べた法規定の他に、地方分権化に即した行政の環境管理機能に関して、参考と

なる法規として、以下のようなものがある。 

• 地方行政法（Law No. 22, 1999）：地方政府への地方分権に関する基本法 

• 中央・地方財政の均衡に関する法（Law No. 25, 1999）： 

地方政府と中央政府の財政支援に関する関係を規定した法。 

• パブリック・コンサルテーションに関する政令（Government Regulation PP. No. 68, 

1999）： 

上記の地方分権法（Law No. 22, 1999）に関連して、グッド・ガバナンス実施のための住

民説明（パブリック・コンサルテーション）に関する手続きを規定した。 

• 地方行政府の権限・機能に関する政令（Government Regulation PP. No. 25, 2000）： 

中央政府の権限と自治行政体としての各州の権限に関する規定。すなわち、地方分権化

にともなう地方行政府の権限、機能について規定している。 

• バリ州の特別法（Bhisama of Hindu’s Priest 1993）：  

建築物は、聖なる場所（寺院）・聖なる泉から一定以上の距離をとることに関するヒン

ドゥー教の規則 

４－２ 環境関連の組織・制度 

４－２－１ 中央政府の役割と機能 

（１）国家開発計画庁（BAPPENAS） 

プロジェクトの形成段階やマスタープラン段階の環境配慮・社会配慮については、国家

開発計画庁土地利用・管理・環境課6（以下、BAPPENAS と略す）が関係機関の調整役とな

りながらプロジェクト・モニタリングの中心的役割を果たしてきた。 

（２）環境省の一部門としての環境管理庁 

環境管理庁（以下、BAPEDAL と記す）は、特定の事業に対する環境アセスメント（F/S

調査時など）、環境基準や排出基準作り、産業公害対策などを担当する機関である。2000

                                                        
6 インドネシア国家開発計画庁（BAPPENAS：National Development Planning Agency）土地利用・管理・環境課（Directorate 

for Spatial Planning, Land Management and Environment） 
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年以降、環境管理庁（BAPEDAL）は環境省（State Ministry for Environment）に統合され、

EIA 審査を含む環境影響管理部門は環境省の１部門となった。 

（３）他省庁との役割分掌 

インドネシアでは、国立公園は、森林省が管轄する。河川・湖沼・沿岸部湿地は、居住

地域インフラ省水資源総局が管轄する。そして、産業公害は、環境省に統合された環境管

理庁（BAPEDAL）が管轄する。 

４－２－２ バリ州の環境行政機能（特に、環境影響評価調査の実施に関する役割） 

バリ州は、1 市7、8 県8からなり、その他ヌサ・ペニダ（Nusa Penida）などの島がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 バリ州行政区配置概念図 

（１）Dinas PU（旧・公共事業局、現・居住インフラ局） 

本件調査で、環境社会配慮調査（インドネシア国内での制度として考えた場合は、環境

影響評価（AMDAL）調査）を実施する主体は、Dinas PU 水資源部である9。この部署には、

専任の環境社会配慮の担当者はいない。各種事業を実施する場合は、地元のコンサルタン

トに業務委託する形である。 

今回の調査では、S/W と M/M に記載されたとおり、インドネシア政府側、特に、バリ州

政府の Dinas PU 水資源部が、マスタープラン段階での IEE、フィージビリティスタディ段

階での EIA、調査全般を通して、ステークホルダーミーティングと情報公開などの社会的

配慮に、実施責任主体として関わることになる。しかし、同部内の組織を見ると、直接そ

れを実施していくだけの人材と体制は手薄である。 

その理由として、以下のような点があげられる。 

• 従来の業務は、地元の委託業者に大きく頼った状態で実施されてきた（いわゆる、

丸投げの状態で、かつ特定のコンサルタントに大きく依存している）。そのことに対

                                                        
7 市は、英語で City/ Municipality、インドネシア語で Kota。 
8 県は、英語で Regency/ District、インドネシア語で Kabupaten。 
9 PU とは公共事業省・局のこと。中央では、居住・地域インフラ省（Kimpraswil）に名称が変わったが、地方州では、

まだ PU という名称を使用しているところも多い。したがって、Dinas PU, Bali Province は中央での Kimpraswil にあ

たり、バリ州居住・地域インフラ局である。 

 

Kabupaten Buleleng Kabupaten 

Bangli 

Kabupaten 

Karangasem 

Kabupaten 

Jembrana 

Kabupaten 

Tabanan 
Kabupaten Badung

Kabupaten 

Gianyar 
Kabupaten 

Klungkung 

   Kota Denpasar   

    Nusa Penida 
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する問題意識が、まだあまり認められない。水資源部内では、部長以下、現場状況

の把握が十分にできておらず、情報も業者やプロジェクト事務所が保有し、水資源

部自身で保有・管理するための体制作りが整っていない。 

• 中堅職員の層が薄く、30 代から 40 代前半ぐらいの活動的な職員の数が少ない（この

年代の絶対数が少ないのか、この年齢層の役職者が少ないのかは不明）。一方、現場

に設置された各種プロジェクト事務所長などは、活発な活動振りが見られた（関連

情報をよく把握していた）。 

• 英語が話せる職員がほとんどいない。部長と計画課長が英語をある程度使用するが、

彼らは具体的な実務をこなし、事務処理を行う立場にない。本部でのコンピュータ

ーの利用度合いも低い。 

• 情報媒体が立ち遅れている（部長、計画部長、部内に Email アドレスがない）。重要

なファイルのやりとりにも、離れた場所に事務所をもつ業者の Email を利用してい

る状況。インターネットへの接続は、バリ州全体に立ち遅れているともいえる（大

学の化学研究室にも Email 接続がなく、別の技術センター内で利用している状態だ

った。観光客用のインターネットカフェだけは、観光地で多数見られるが、インタ

ーネットカードなどの便利な媒体は、まだ普及していない。） 

このような点から、実施機関として環境社会配慮の役割を一貫して担える専任者の選定

が欠かせないと考えられる。バリ州出身者であり、住民対応などに豊富な経験をもち、か

つ英語やコンピューターなど実務能力ももつ中堅職員であるというのが理想だが、内部に

そのような専任者を確保するのが困難な場合は、プロジェクト期間中、外部から雇用して、

実施機関側の専任職員としてもらうことも考慮した方がよい。 

なお、バリ州での環境社会配慮では、ウダヤナ大学の環境センターが調整役となって、

多様な人材を確保することが多いようである。 

（２）BAPEDALDA（環境管理局） 

現在、インドネシアでは、環境影響評価の審査権限と責任は、その事業が実施される自

治体にある。州内の事業は州政府が、県内の事業は県自治体が審査・承認する。国の環境

省（かつての環境管理庁 BAPEDAL を吸収統合している）が審査権限と責任をもつのは、

特定の国家的戦略事業や複数の州にまたがるような事業の場合である。 

本件調査は、州事業なので、バリ州の環境局（BAPEDALDA）が環境影響評価（EIA：

インドネシア語で AMDAL）の報告書を審査する。審査の手順は、EIA 報告書が提出され

た時に始まり、技術チームと AMDAL 審査委員会が形成される。技術チームは、同局の技

官や大学関係の専門家などから構成され、報告書の基本的な適合性を法的・科学的側面か

ら検討・審査する。AMDAL 審査委員会は、州政府の関係部局の長、コミュニティの代表、

科学者、NGO 代表などから構成される。報告書が提出されてから、AMDAL の審査が終了

するまでに 4 ヵ月程度を要している。 

インドネシアでは、EIA 調査の実施に先立って、調査の TOR（調査の範囲・内容・方法）

について環境省（以前は BAPEDAL）の承認を受けることになっているが、バリ州の環境局
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では、そのような手順は踏んでいない10。環境局によれば、このようなやり方で、これまで

AMDAL 審査で大きな問題が生じた（AMDAL 結果に大きな問題が認められ、案件の進捗が

止まったというような）ことはないと語っていた。とはいえ、現在の国際標準やインドネ

シア国の規定と比べ、少し審査体制が遅れているとの印象を持った。ただし、これはバリ

州環境局の能力がないということでは必ずしもない。 

時間的制約から、AMDAL 審査部の仕事状況を直接見ることはできなかったが、実務レ

ベルではある程度の能力は持っているものと推察できる11。環境局の職員数は、常勤が 89

人で、そのうち技官が 50 人強、AMDAL 審査部には 18 人の職員がいるとのことである。

毎年 5 件程度の事業に対する AMDAL の審査を実施している。 

（３）本件調査のステークホルダー 

インドネシア国内法の「EIA プロセスでのコミュニティの参加と情報開示に関する環境

管理庁長官令（2000 年/環境管理庁長官令第 8 号）」や「パブリック・コンサルテーション

に関する政令（Government Regulation PP. No. 68, 1999）」、JICA の新環境社会配慮ガイドラ

インに関連規定が設けられているように、環境社会配慮としての EIA を実施する際に、ス

テークホルダーに広く情報公開し、意見を聴く機会をもつことが、インドネシアでも JICA

調査でも欠かせない事項となっている。 

本件調査に関係するステークホルダーに、どのような人々、組織が考えられるかという

質問票に対して、本件調査のインドネシア側現地関係者は、次のような組織・グループを

挙げている。調査の際には、ステークホルダーとの会合に、これらの組織・グループを含

めることを考慮する必要がある。 

 ステークホルダー 

州レベル （意思決定者） 知事、州議会 
 （行政機関） Dinas PU 水資源部 
  バリ州水資源開発・管理機関 (PPSA Bali) 
  バリ州原水供給機関 (PAB Bali) 
  バリ灌漑プロジェクト (PIAB) 
  バリ水資源開発・洪水防止機関 (PSAPB Bali) 
県レベル （行政機関） 各県水資源課 (Sub Dinas Pengairan) 
  Desa Adat 
 （民間組織） SUBAK 
  Banja 
産業・商業セクター PDAM 
  PT. Tirtaartha Buana Mulya 
  Bottling & Packaging Water Company 
NGOs  Bali HESG 
  Yayasan Wisnu 
  PPLH 
EIA 関連 （責任機関） BAPEDALDA 
 （関係者） 大学 
  BAPPEDA 

                                                        
10 環境局（BAPEDALDA）で局長（Director）と AMDAL 審査部の部長に対するヒアリングの回答。 
11 AMDAL 審査部長が質疑内容をよく理解したこと、局内職員の英語能力、GIS 部門などの技術を擁している点など

から。 
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  農業省 (Dinas Agriculture) 
  公共事業局 (Dinas PU) 
  観光局 (Dinas Tourism) 
  宗教局 (Dinas Religion) 
  文化局 (Dinas Culture) 

４－３ 水汚染問題の現況・課題 

４－３－１ 水汚染の概況 

バリ島の河川は、中央部の火山性の山岳から、概して放射状に流下している。島周囲の海岸

線に向かって、直進的に流れ出している。したがって、大陸の長河川のように流れる方向を様々

に大きく変えながら、中流域の都市の廃棄物や汚水を取り込みながら流下し、下流部や河口部

の大都市で更に汚染されるという様態ではない。バリ島の水汚染で問題となるのは、下流部・

河口部に大きな町がある河川である。 

一方、バリ島の経済は、灌漑農業と観光産業が中心であり、田園地帯は、古くからの潅漑組

織を利用した水田耕作を中心とする農業が主体で、工業地帯や大規模工場などの産業は発達し

ていない。観光産業は、南部バドゥン県とデンパサール市、北部ブレレン県などの有名な海浜、

その他小規模な海水浴場やダイビングスポット、ウブドゥなど内陸の民芸が盛んな町、バトゥ

ール湖・ブラタン湖のような火山湖などに観光客を集めている。特に、国際的にも有名な海浜

に集中して立地するホテル群からの排水、観光産業に付帯するサービス業の発達した都市の都

市排水・廃棄物、観光地となった火山湖の水質劣化などが、観光産業との関連で問題になると

見られる。 

上記のような理由から、バリ島で水汚染が問題になっている主たる地域は、南部バドゥン県

とデンパサール市、北部ブレレン県のシンガラジャ市である。当調査のカウンターパート機関

である Dinas PU 水資源部への質問票に対する回答でも、水質劣化が問題になっている地域と

して、デンパサール市を流下するバドゥン川流域とシンガラジャ市のブレレン川下流部が挙げ

られた。主原因は都市ごみ・排水である。 

水質汚染の原因は、下水処理がなされていないこと、住民の生活ごみが散乱して雨で河川に

流入すること、あるいは増水時に浸水して河川に流れていくことなど、ごく一般的な理由であ

る。主たる理由は生活排水と生活ごみで、資料では工場からの廃水も少し影響している。観光

地であるクタビーチなどにも、プラスチック製品等のごみが頻繁に流れつくという状況がある

（どこから流れてくるかは不明）。しかし、そのような現況に対するモニタリング活動が体系

的に行われているとは言えず、JICA デンパサール下水道整備計画と、それに続く JBIC デンパ

サール下水道開発事業に関連して、対象流域の下水汚濁負荷量が調べられたケースなどのよう

に、プロジェクトベースの現況把握が行われているに止まる。 

上記のデンパサール下水道整備計画（MP/FS-JICA,1993）による水質解析は、デンパサール・

クタ・サヌールを含む地域の 11 河川 25 地点で、有機汚濁の指標である BOD 量を評価した。

解析は、次表の地点について実施された。 
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表 4－1 デンパサール下水道整備計画の水質解析地点 

① マティ川（Mati） 中流（1）、下流（2） 

② テガ川（Tega） 中流（3） 

③ バドゥン川（Badung） 上流（4）、中流（5）、下流（6） 

④ オオンガン川（Oongan） 上流（7－2）、中流（9－2）、下流（12－3） 

⑤ ランダ川（Rangda） 中流（12－2）、下流（14） 

⑥ プンガワ川（Punggawa） 中流（12－1）、下流（13） 

⑦ ロロアン川（Loloan） 中流（10－2）、下流（11） 

⑧ エ・アユン川（Yeh Ayung） 中流（7－1）、下流（8） 

⑨ アビアンバセ川（Abianbase） 中流（10－1）、下流（9－1） 

⑩ ペンゲゲ川（Pengegeh） 下流（15） 

⑪ サマ川（Sama） 下流（16） 

下表は、上記解析地点での、1993 年現況（観測値・計算値）と 2010 年予測（計算値）であ

る。それぞれ乾期と雨期の値が出されている。JBIC デンパサール下水道開発事業は、フェー

ズ１（2004－2008 年）とフェーズ 2 に分かれており、2010 年予測はフェーズ 2 の下水道事業

を実施した場合と実施しない場合を比較している。2010 年予測は、人口密度 5,000 人／km2 以

上の 23 の小行政区（サブディストリクト）を含む地域に対するもので、面積は 3,759 ヘクター

ルで、2010 年想定人口は 36 万 8,600 人である。クタ（Kuta）・サヌール（Sanur）地区は含ま

れていない。フェーズ 2 を実施した場合、対象地域のほとんどの河川で 2010 年度の水質が、

BOD 値で 10 mg/l を下回ると予測されている。 

表 4―2 河川水質解析結果 

     指標：BOD5（mg/l） 

乾期 雨期 

現況 
（1993） 

将来予測 
（2010） 

現況 
（1993） 

将来予測 
（2010） 河川名 地点 

観測値 計算値
現状 
推移 

Proj. 
実施 観測値 計算値 現状 

推移 
Proj. 
実施 

マティ川 中流（1） 7.8 6.4 8.3 7.6 11.9 9.5 17.1 14.3 
マティ川 下流（2） 11.6 8.7 21.9 13.4 17.2 12.8 23.8 16.7 
テガ川 中流（3） 13.5 11.9 29.5 10.6 14.2 14.0 27.3 11.6 
バドゥン川 上流（4） 13.2 12.5 19.3 7.4 19.8 13.9 22.0 7.9 
バドゥン川 中流（5） 29.8 26.7 50.2 8.2 32.1 28.7 47.6 7.4 
バドゥン川 下流（6） 33.6 27.6 53.6 12.5 21.3 27.4 46.6 8.4 
エ・アユン川 中流（7－1） 3.1 3.1 3.4 3.3 5.0 5.0 5.1 5.1 
オオンガン川 上流（7－2） 5.0 5.0 5.5 5.4 4.5 5.9 6.0 6.0 
エ・アユン川 下流（8） 5.0 4.5 14.9 14.8 4.6 5.3 6.6 6.6 
アビアンバセ川 下流（9－1） 7.2 6.5 12.8 8.3 6.2 4.3 5.2 4.3 
オオンガン川 中流（9－2） 22.3 20.0 29.9 19.4 16.0 14.2 13.4 11.2 
アビアンバセ川 中流（10－1） 6.7 5.2 10.0 5.8 15.6 16.5 33.5 15.7 
ロロアン川 中流（10－2） 21.3 16.1 31.2 17.9 14.4 15.0 30.9 14.3 
ロロアン川 下流（11） 22.0 18.2 27.0 19.4 26.5 15.0 30.9 16.7 
プンガワ川 中流（12－1） 29.2 29.5 59.2 8.7 23.1 24.1 39.0 4.2 
ランダ川 中流（12－2） 35.2 35.4 71.2 10.4 39.0 40.3 131.8 14.2 
オオンガン川 下流（12－3） 51.4 51.7 103.9 15.2 50.5 52.4 85.3 9.2 
プンガワ川 下流（13） 24.0 25.4 53.0 8.4 22.8 20.4 35.6 4.8 
ランダ川 下流（14） 24.0 26.9 60.2 11.6 33.8 31.3 99.9 13.4 
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ペンゲゲ川 下流（15） 6.0 6.0 6.3 6.3 5.2 5.2 5.6 5.6 
サマ川 下流（16） 4.1 5.9 5.9 5.9 2.7 2.7 6.4 6.4 

平均  17.9 16.8 32.2 10.5 18.4 17.3 34.3 9.7 

資料：デンパサール下水道整備計画調査報告書（MP/FS-JICA,1993）を基に作成 

これらの地点での解析結果に基づく、産業別汚濁負荷の割合は次表のようになっている。都

市排水（生活系・商業系）がほぼ 9 割の汚濁負荷となっており、JBIC 事業では、工場を除く

住居地区・商業地区・ホテル・レストランからの汚濁負荷について下水処理する計画である。 

表 4－3 産業別汚濁負荷の割合（1996 年現況→2010 年予測） 

単位：％ 
 デンパサール地区 クタ地区 平均 

住居地区 67.7 → 55.0 43.9 → 34.6 55.8 → 44.8 

商業地区 18.1 → 18.0 32.0 → 38.2 25.1 → 28.1 

ホテル 2.3 → 3.0 18.4 → 18.3 10.4 → 10.7 

レストラン 0.5 → 0.6 1.9 → 1.7 1.2 → 1.2 

工場 11.4 → 23.4 3.8 → 7.2  7.5 → 15.2 

計 100 100 100 

資料：JBIC デンパサール下水道開発事業に関する JICA 専門家提供資料 

４－３－２ 水汚染問題に関する課題   

バリ州全体の水管理・開発計画を立てていく上では、水汚染と水環境の概況を体系的に把握

することが必要になる。それには、体系的な水質データの構築が重要である。南部バドゥン県

とデンパサール市、北部ブレレン県のシンガラジャ市など都市排水・廃棄物による水質汚染・

汚濁の心配される地域の他に、観光地となっている海浜とホテル関連産業周辺の河川と海、観

光地となっている火山湖の水質、水源となっている主要な湧水などの水質環境を把握すること

が、重要な基礎データとなると考えられる。 

 次のようなモニタリング調査の実施と工夫が考えられる。 

• 雨期・乾期の測定計画を立てること 

• バドゥン県とデンパサール市など既存のデータが存在するところは、計測地点・解析地

点を一致させて、経年比較の可能な継続的なデータを構築すること 

• バドゥン県とデンパサール市以外の水質概況についても、体系的なデータを構築するこ

となど 

本件調査の課題として、次のことが提案できる。 

マスタープランで広く分析して、水質モニタリングという方法を紹介すること 

（バリ州各県に、水管理計画の基礎として、モニタリングによる科学的な水質情報を構築する

という方法論、測定の実績、測定網・体制づくりを促す教育効果を与える調査を実施する）。 

フィージビリテイ調査の優先プロジェクト対象地域に対しては、マスタープラン時の測定と

合わせて、測定・分析を反復することにより、より有意なデータを構築する。 
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４－３－３ 水質基準 

ジャカルタの居住・地域インフラ省水資源総局が規定している河川の水質基準は、表 4－4

の通りである。 

４－３－４ 水質分析 

バリ州では、ウダヤナ大学の化学分析室（UPT-LABORATORIUM ANALITIK）で、水質分析

のサービスを受けられる。化学分析についての単価表を持っており、外部からのサンプル分析

委託の業務に対応できる。実際に分析室を見たところ、クロマトグラフや原子吸光光度計など

も揃っており、分析体制はある程度整っている。基本項目、BOD、COD、重金属類、洗剤等フ

ェノール類、油分、シアンなどの分析能力を持っている。ただし、有機塩素化合物や農薬類な

どを分析するための高度な分析機器は、まだ揃っていない（分析は機械が入れば可能だが、バ

リ州で評価基準が作成されていない）。表 4－5 は、ウダヤナ大学の化学分析室で分析可能な水

質関連項目と分析参考単価の表である。 

その他、バリ州には、保健所関係の分析室（医療系、微生物系の分析）、上水道公社の分析

室（水道基準項目）、Dinas PU 水資源部内にも水分析室があると聞いたが、測定項目はそれぞ

れの分野に限定される傾向があるということだった。総合的な分析は、上記大学の分析室とい

うことになると思われる。 

ジャワ島のマランやジャカルタにサンプルを運べば、有機塩素化合物や農薬類などの分析も可能

になると考えられるが、分析単価は高くなる。 

表 4－4 河川水質の基準 

 最大許容量  
指標項目 

利用対象 処理なし 処理あり 水産業用 潅漑用 
 物理指標     
１ 導電率：umhos/cm; 25℃    2250 
２ 臭気     
３ 全溶解物（TDS）；Total zat terlarut 1000    
４ 全溶解物（TDS）；Zat pada terlarut  1000 1000 2000 
５ 濁度：NTU 5    
６ 味     
７ 温度： ℃（＋－３℃） 体気温 標準体気温 標準体気温 標準体気温

８ 色度：TCU     
 化学指標     
１ 水銀（Hg） mg/l 0.001 0.001 0.002 0.005 
２ アルミニウム（Al） mg/l 0.2    
３ フリーアンモニア mg/l  0.5 0.02  
４ ヒ素（As） mg/l 0.05 0.05 1 1 
５ ホウ素（B） mg/l    1 
６ バリウム（Ba） mg/l 1.0 1.0   
７ 鉄（Fe） mg/l 0.3 5   
８ フッ化物（Fluoride） mg/l 0.5 1.5 1.5  
９ カドミウム（Cd） mg/l 0.005 0.018 0.01 0.01 
10 コバルト（Co） mg/l    1 
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11 遊離塩素（Cl） mg/l   0.03  
12 炭酸カルシウム硬度 mg/l 500    
13 塩化物（Chloride） mg/l 250 600   
14 六価クロム（Cr） mg/l 0.05 0.05 0.05 0.003 
15 マンガン（Mn） mg/l 0.1 0.5  60 
16 Na アルカリ塩 mg/l    10 
17 ニッケル（Ni） mg/l    0.5 
18 ナトリウム(Na) mg/l 200    
19 硝酸態窒素（NO3-N） mg/l 10 10   
20 亜硝酸態窒素（NO2-N） mg/l 1.0 1.0 0.06  
21 銀（Ag） mg/l 0.05    
22 溶存酸素（DO） mg/l  ＞6 ＞3  
23 PH  6.5 - 8.5 5 - 9 6 - 9 6 - 9 
24 セレン（Se） mg/l 0.01 0.01 0.05 0.05 
25 亜鉛（Zn） mg/l 5 5 0.02 2 
26 ナトリウム吸着率（SAR） mg/l    0.2 
27 シアン（CN） mg/l 0.1 0.1 0.02  
28 硫化物 mg/l 400 400   
29 硫化水素（H2S） mg/l 0.05 0.1 0.002  
30 銅（Cu） mg/l 1.0 1.0 0.02 0.2 
31  残留炭酸ナトリウム（RSC） mg/l    1.25 – 2.50
32 錫（Sn） mg/l 0.05 0.1 0.03 1 
 有機化学指標     
１ アルドリン・ディルドリン mg/l 0.0007 0.017 0.21  
２ ベンゼン mg/l 0.01    
３ ベンツピレン mg/l 0.00001    
４ クロルデン（全異性体） mg/l 0.0003 0.003   
５ クロロフォルム mg/l 0.03    
６ 2,4-D（カプタホル） 

k h
mg/l 0.10    

７ DDT mg/l 0.03 0.042 0.002  
８ 洗剤 mg/l 0.5    
９ 1,2-ジクロロエチレン mg/l 0.01    
10 1,1-ジクロロエチレン mg/l 0.0003    
11 エンドリン mg/l  0.001 0.004  
12 フェノール mg/l  0.02 0.001  
13 
 

ヘプタクロル・ 
ヘプタクロルエポキサイド 

mg/l 0.003 0.018   

14 カーボンクロロフォルム抽出物 mg/l  0.05   
15 ヘクサクロロベンゼン mg/l 0.00001    
16 リンデン mg/l 0.004 0.056   
17 メトキシクロル mg/l 0.03 0.0035   
18 油分・グリース mg/l  Nil 1  
19 有機リン・カルバメート mg/l  0.1 0.1  
20 PCB mg/l  Nil   
21 メチレンブルー活性物質 mg/l  0.5 0.2  
22 トキサフェン mg/l  0.005   
23 ペンタクロルフェノル mg/l 0.01    
24 農薬総量（Total Pesticide） mg/l 0.1    
25 2,4,6-トリクロルフェノール mg/l 0.01    
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26 有機化合物（KMnO4） mg/l 10    
 微生物指標     
1 糞便製大腸菌 Total/100ml 0 2000   
2 全大腸菌群 Total/100ml 3 10,000   
 放射能     
1 全アルファ線量 Bq/l 0.1 0.1 0.1 0.1 
2 全ベータ線量 Bq/l 1.0 1.0 1.0 1.0 

資料：居住・地域インフラ省水資源総局(Direktorat Jenderal Sumberdaya Air)「地方河川水資源計画ガ

イドライン(Pedoman Perencanaan Sumberdaya Air Wilayah Sungai)；第 4 巻水質、pp9 - 10」 

表 4－5 現地で分析可能な環境水と排水の分析項目（単価表例） 

単位：1,000 ルピア 
参考分析単価（１サンプルあたり）  

指標項目 
１－４サンプル ５－９サンプル ＞10 サンプル

 物理指標    
１ 導電率 5 5 5
２ 浮遊物・蒸発残留物 20 20 15
３ 臭気 1 1 1
４ 味 1 1 1
５ 濁度 7.5 7.5 7.5
６ 色度 7.5 7.5 7.5
 化学指標 
７ PH 5 4 3
８ BOD5 15 12.5 10
９ COD 20 15 12.5
10 アンモニア態窒素（NH3-N） 25 20 15
11 溶存酸素（DO） 10 7.5 5
12 過マンガン酸カリウム（KMnO4） 15 15 15
13 塩分 15 12.5 10
14 ホウ素（B） 15 13.5 12.5
15 カルシウム（Ca） 15 13.5 12.5
16 塩素（Cl） 15 12.5 10
17 マグネシウム（Mg） 15 13.5 12.5
18 硬度 15 10 10
19 カリウム（K） 15 13.5 12.5
20 リン（P） 15 12.5 10
21 ナトリウム（Na） 15 13.5 12.5
22 イオウ（S） 15 12.5 10
23 水銀（Hg） 25 20 15
24 アルミニウム（Al） 15 13.5 12.5
25 ヒ素（As） 20 15 12.5
26 鉄（Fe） 15 13.5 12.5
27 カドミウム（Cd） 15 13.5 12.5
28 クロム（Cr） 15 13.5 12.5
29 マンガン（Mn） 15 13.5 12.5
30 ニッケル（Ni） 15 13.5 12.5
31 銀（Ag） 15 13.5 12.5
32 セレン（Se） 20 15 12.5
33 亜鉛（Zn） 15 13.5 12.5
34 銅（Cu） 15 13.5 12.5
35 鉛（Pb） 15 13.5 12.5
36 コバルト（Co） 15 13.5 12.5
37 シアン（CN） 15 12.5 10
38 フッ素（F） 15 12.5 10
39 洗剤 20 15 12.5
40 フェノール 20 15 12.5
41 油分（Oils） 20 17.5 15.5
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42 重炭酸（Bicarbonate） 15 12.5 10 
43 炭酸（Carbonate） 15 12.5 10 
44 リン酸（PO4） 15 12.5 10 
45 硫酸（SO4） 15 12.5 10 
46 硝酸（NO3） 15 12.5 10 
47 亜硝酸（NO2） 15 12.5 10 
 微生物指標  
48 大腸菌・大腸菌群（Coliforms/ E.Coli） 45 45 45 
資料：ウダヤナ大学分析実験室（UPT-Laboratorium Analitik UNUD）の 2004 年度参考単価表 

４－４ 社会的・文化的配慮事項と課題 

バリ州には、バンジャという伝統的な村組織や、潅漑システムにより結びつく SUBAK という組

織があり、住民は、ヒンドゥー教や自然信仰を中心とする宗教観と組織的結びつきを重視しながら

社会経済活動を営んでいる。開発計画立案に際しては、これらの組織に配慮しなければならない。 

４－４－１ バンジャ（BANJA） 

バリ州には、行政的な村（Administrative Desa）と伝統的な村（Kelian Desa: BANJA）がある。

前者を仮に AD（Administrative Desa）、後者を TD (Traditional Desa)と呼ぶと、ひとつの AD に

いくつかの TD が含まれる場合、ひとつの AD がひとつの TD と同じ場合、いくつかの AD が

ひとつの TD に含まれる場合の、いずれの場合もある。 

行政構造と
BANJA

州政府

県
Regency(Kabupaten)

県
Regency(Kabupaten)

市
Kota

郡
Kechamatan

村
Administrative Desa

村
Administrative Desa

BANJA 
(Kelian Desa)

BANJA 
(Kelian Desa)

AD AD

BANJA 
(Kelian Desa)

AD

AD AD AD

 

バンジャは、行政区界とは別に、領土区分（Teritory）、社会関係、宗教的な結びつきに基づ

く伝統的な村組織である。今でも、様々な村の意思決定は、このバンジャを単位として行われ

ている。したがって、次項に述べる水田潅漑用の水利用組織としての SUBAK とはまた別の村

組織（Banja と並立する場合も多い）であるが、水資源計画に当たり、地域の意思決定に関わ

る重要なステークホルダーと考えられる。 

事例１は、バンジャが開発事業のステークホルダーとして、重要な役割を演じている事例で

ある。 
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事例１．バリビーチ保全プロジェクトの事例 

1989年 有名な観光地となっているバリ島南部の海浜保全のために、JICA 調査が

始まった。4 つの地区（1．クタ、2．サヌール、3．ヌサドゥア、4．カナ

ロット）を対象とした。 

1992年 海浜保全のための突堤などの施設建設に向けて、OECF（JBIC の前身）に

よる詳細設計調査と EIA が実施された。 

1996年 OECF による円借款が決定された。 

1997－1998 年 設計レビューがなされた。 

1998 年 インドネシアで政変が起きる。 

直後に、保全のために突堤を建設するという考えに対してクタ住民の反対

運動が起きた。（理由：1968 年の空港工事で滑走路が海に張り出したこと

で、ビーチの砂が浸食された。また、同じようなものを作るのか？） 

2002 年 世銀が、「クタ地区の戦略的構造計画（Strategic Structural Plan for Kuta）」

を計画した（計画のみ）。 

 

住民の反対運動の核となったのがバンジャ（Banja）組織。バンジャは、行政村

（official administrative village）に対して、伝統的な村（Traditional Village/ Kelian Desa）

の機能をもつ。バンジャでは、住民の選挙でメンバーが選出され、土地（Territory）

と社会関係、宗教的な絆で結びついている。  

 

一方、村には「Parum Samikita」というシンクタンクがあり、この組織は世銀の上

記 SSPK 計画と密接な繋がりがあった。シンクタンクには、地元政治家、学者、実業

家などが属していた。 

このシンクタンクを通して、世銀 SSPK 計画とバンジャの運動が結びつき、反対運

動を形成した。4 つのバンジャの内、2 つが、護岸建設・砂とさんごの保護をめぐり、

プロジェクトに反対した。 

 

2002年 当初、プロジェクト側と住民との直接対話が難航したので、ローカル NGO

（Pratista）が、JBIC プロジェクトと地元との調整役となり、対話が開始され

た。 

  現在  設計変更を巡り、検討・対話中。NGO の仲介もあり、対話が進んでいる。 

４－４－２ スバック（SUBAK） 

（１）スバックの概要 

SUBAK は、バリ州で古くから存在するヒンドゥー教を中心とした水利（水田潅漑）のた

めの農民組織で、超自然的な神との調和、人同士の調和、環境との調和を基本的な価値観

として持っている。寺院や祭式に取り巻かれていると同時に、潅漑堰や水路網のような施

設を所有し、自治的に運営し、内部のもめごと（水資源をめぐる問題が多い）や外部との

関係でも、長を中心として自治機能を持った単位として活動する（慣習ルールをもつ）。
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更に、資金集めの機能や紛争解決の機能をもつ非常に高度に成熟した、バリ州農村部の伝

統的なコミュニティである。また、最近では、政府の村落開発プログラムや新技術普及の

ためのプログラムの媒介組織（パートナー）としても機能するようになっている。バンジ

ャと同様、本件調査の重要なステークホルダーになる組織だと考えられる。水利用をめぐ

って彼らの意見を踏まえない計画は考えられない。水利用に影響を与える計画（水資源開

発、給水など）を立てる際に、対象地と下流域にある SUBAK を確認し、その長を通して

SUBAK と最初から話し合っていくことが必須になる。 

一方、非常に整然としたまとまりをもつ組織単位であることから、計画に対する対話は

成立する。適切な配慮をもって計画に対する対話が SUBAK となされた場合は、プロジェ

クトとコミュニティの協力関係が生まれるということは、後にのべる事例からも実証され

ているようである（事例３）。 

事例２．アユン川（Ayung）上流ダム計画地の事例 

場所： 

Petang 郡 Getasan 村 Buangge バンジャ地区アユン川支流の Batulantang 川沿いにあり、5 つ

の SUBAK が関係する。 

現況： 

Dinas PU 水資源部の委託でボーリン

グ調査中。 Tangluk 寺院には、Gianjar

県から 200 家族が参詣する。 

課題： 

ここは、まだ具体的な問題は生じてい

ないが、計画に対する情報公開も実施さ

れていない。しかし、ここには、バンジ

ャと SUBAK の両方の村組織が関係し、

河川合流点には、地域信仰の対象である

寺院がある。数 km 上流には、ラフティ

ング・ボート観光もある。 

このように、伝統的社会組織・宗教的シンボル・観光など、バリにとって重要で、かつバ

リ島の他の地域にも共通する可能性もあり、バリに特徴的で配慮すべき要素が複合して含ま

れている。今後更に計画を進めていく際に、情報公開をして計画への意見を聴く必要がある

とともに、他の開発計画でも同様の社会的配慮が求められることを考えるのによい事例とな

っている。 

 

Tangluk 寺院 

ダム建設予定地 ア
ユ
ン
川 

川 下 り
(Rafting) 
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事例３．タバナン県テラガ・トゥンジュン・ダム（Bendungan Telaga Tunjung）の事例 

場所：タバナン県アダト村（Desa Adat）；Pacut バンジャと Timpag バンジャが属す。 

現況：ほぼ完成に近づいている（フェーズ 3） 

問題の推移： 

上水道公社が上流部の Gambrong 湧水

から水を引こうとしたが、下流部の

SUBAK が潅漑用の水が減ってしまうと

反対した。水道公社は、灌漑用水と上水

の確保を両立するために、湧水からの導

水ではなく、ダムによる貯水池をつくる

計画に変更した。 

ダムの上流に SUBAK 用の潅漑堰を作

り、潅漑用水を優先的に確保した上で、

ダムで貯水される余剰水を上水用とする

ことを住民側に説明し、住民の同意を得

たのである。河川合流部には、3000 世帯

の参詣を受ける Campuhan 寺院があるが、

ダムで水没する。Campuhan 新寺院と地元

SUBAK300 世帯のための寺院が新たに建

立されることになり、タバナン県政府か

ら 10 億ルピアが支出されることになっ

た。更に、ダムの下手には、地元信仰の

対象である聖なる石があり、400 世帯が

崇拝している。この石の保存工事も必要になり、プロジェクト側が資材と 30 万ルピアを提

供し、住民が労力を提供した。 

当初、下流部の SUBAK 住民の反対により計画が頓挫し、プロジェクト側は計画の大きな

軌道修正（湧水導水からダム貯水へ）を余儀なくされたが、住民組織と粘り強く対話したこ

とで、水供給という目的は実現可能になった。ただし、大きな社会的配慮（潅漑用水の優先

的確保、宗教シンボルの保存）とそのためのコストが必要だった。現在は、住民との関係も

良好であるということだった。 

（２）SUBAK という組織の詳述 

SUBAK は、バリ島のヒンズー社会で 900 年以上12の伝統をもつ水利共同体組織で、「流

水の分配」を意味する「SEUWAK」を語源としている。ヒンズー教は、水資源の不安定な

インド亜大陸で起こった宗教なので、もともと水の存在をすべての出発点とする地母神信

仰が盛んだった。これがバリ島のアニミズム的汎神論（精霊信仰）と結びつき、水の神格

                                                        
12 1000 年以上という説もある（ウダヤナ大学ニョマン・スタワン氏の論文「Multi-functional Roles of Balinese SUBAK」

による）。 
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化がなされ、SUBAK でのあらゆる行事は、水を中心とする神事と一体的な関係をもってい

るといわれる。このような SUBAK 組織は、現在もバリ島全体でおよそ 1,200 を数え、総管

理面積は約 10 万ヘクタールにのぼる13。 

潅漑組織としての特徴は、この分野の専門家であるウダヤナ大学ニョマン・スタワン教

授（退官）により、以下の 3 点に整理されている。 

• 組合員（members of association）の水田に潅漑するための共有水源を持っている。 

• 豊饒の女神（Dewi Sri）を祀るベドゥグル（Bedugul）と呼ばれる水田寺院（複数の

場合もある）を共有する。 

• 組織内のことを取り仕切る自治機能（Internal Autonomy）と外部の組織との接触や繋

がりを取り決める自治裁量機能（External Autonomy）を持っている。 

SUBAK の日常活動のルールや規則は、 ヒンドゥー教徒のバリ人にトゥリ・ヒタ・カラ

ナ（THK: Tri Hita Karana）として知られる。これは、「幸せの 3 つの原因」という意味で、

超自然的な秩序・全能神への信仰（parhyangan）、社会秩序（pawongan）、環境の秩序

（palemahan）の 3 要素からなる。人間社会の幸福と安寧は、神への信仰心と、人間の仲間

同士の調和、人と環境との調和により得られるということを意味している。例えば、SUBAK

では parhyangan を祀る寺院と儀式がたくさん見られ、SUBAK の組織は pawongan を代表す

るルールや規則（awig-awig）に従い、潅漑設備や水田には動植物 palemahan が構成要素と

して含まれているところに、そうした考えが現れている。 

そこで、SUBAK については、次のような定義もされている。 

• 明確な境界線を持つ水田の集合体である。＜物理・生態系のシステム＞ 

• 堰・ダム、導水トンネル、運河・水路、水分配構造物（water division structures）から

なる潅漑ネットワークである。＜技術システム＞ 

• 農民グループが自ら組織づくった潅漑組合である。＜社会システム＞ 

• 社会・宗教的慣習法に基づく農業共同体である。＜文化システム＞ 

SUBAK は、このような多面的な機能をもつ、非常に成熟した組織体系を持っており、更

に特記すべき以下のような機能を持っている。 

１）資金集め（Fund raising）の機能 

SUBAK は、儀式と潅漑施設の修繕のために次のような資金収集能力を持つ。 

1． SUBAK の規則を破った者が支払う罰金 

2． 収穫期後に会員が拠出する寄進 

3． 労働力を提供する代わりに支払うお金 

4． 随時、緊急時・必要時に全会員から募る募金 

5． アヒル飼育のために水田を借りる賃貸料 

6． SUBAK 組織の資金を借用した農民の支払う利息金 

                                                        
13 真勢徹「水がつくったアジア(1994)」の P9 を参照。 
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２）紛争解決（Conflict Resolution）の機能 

SUBAK の紛争は、ほとんどの場合水資源をめぐるもので、通常、水資源が乏しい地

域で起こる。闘争に発展することはめったになく、一般的に SUBAK単位で解決される。

非常にまれなケースとして、より上位のオーソリティである地方行政府（the Sedahan 

Agung）に持ち込まれる。SUBAK の長が会員間の紛争を処理するが、彼が解決できな

い場合は Sedahan（行政の最小単位）に持ち込まれる。そのレベルでも解決困難な場合

は the Sedahan Agung に持ち込むことになる。 

３）村落開発プログラムでの行政府のパートナーとしての機能 

1961 年にインドネシア政府が、「国家食糧自給計画」を開始してから、SUBAK は新

しい農業技術普及の媒体とされてきた。SUBAK の長は、様々な村落開発プログラムの

開始を地域社会に伝え、プログラム実施を指示するために、州政府各局が開く会合に招

待されてきた。SUBAK の長が政府職員の 1 人であるかのような時期もあった。 

４－４－３ 社会的・文化的に配慮すべき課題 

既述したように、バリ島では、河川合流点の上部には、寺院が建立されていることがよく見

られる。また、ヒンドゥー教・地元信仰などに関連した神のシンボルや自然物が、バンジャや

SUBAK など地域組織の生活と関連しながら存在する。バンジャや SUBAK など地域組織に、

プロジェクト当初から、情報開示し、計画を共有しながら、地域の水の確保と宗教的なシンボ

ルの保護を図る配慮を行うことが重要になる。話合いの当初は対立が生じることがあるが、対

話を進めることで平和的な解決を図るという伝統的な社会合意が生きているということが、事

例でも実証されている。ただし、情報の開示が不足したり、村組織を通さなかったりすると、

根強い抵抗や反対が生じるようである。 

バンジャ、SUBAK に対しては、次のようなことが重要な留意点である。 

• 水資源利用計画に関して、バンジャと SUBAK は重要なステークホルダーである。 

• 対象地域、流域にあるバンジャと SUBAK を見落とさないことが重要である。明確な社

会単位になっているので、調べれば見落とすことはない。 

• バンジャ、または SUBAK の長を通して、計画初期段階から、計画形成のための話合い

に参加してもらうことが、彼らの利害と齟齬のない計画形成にとって重要である。 

• バンジャと SUBAK は、問題を話合いにより解決していく歴史的に培われた能力をもっ

ている。（ただし、彼らとの話合いには、彼らの価値観を共有するか、共感する生活習

慣をもっているバリ出身者に、仲介者になってもらうことが得策である。） 

• 彼らの共有資源（水資源・海浜など自然的遺産など）を減少させるような場合は、代償

措置が必要になる。 
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第 5 章 本格調査の実施方針 

５－１ 調査の目的及び基本方針 

本件調査は、バリ州における洪水被害が軽減され、地域住民への安全かつ安定的な水の供給がな

されるように、以下の 3 点を目的として実施するものである。 

• 2025 年までのバリ州における総合水資源開発・管理のためのマスタープラン(M/P)を策定する。 

• M/P の中で選定された優先度の高い緊急プロジェクトに係る F/S を実施する。 

• インドネシア国側の C/P に対して、調査やトレーニングプログラムへの直接参加を通して総

合的な水資源開発・管理に関する技術移転を行う。 

５－２ 調査対象地域 

バリ州全域を対象とする。但し、F/S 段階では、M/P で選択された優先プロジェクトの区域を対象

とする。 

５－３ 調査の項目及び内容・範囲 

本件調査は、2004 年 2 月 20 日に署名・交換された Scope of Works（S/W）及び協議議事録（M/M）

に基づき実施するものであり、コンサルタントは「S/W の 4. 調査の内容」に示す調査内容を実施す

るものとし、調査の進捗に応じ、「S/W の 7. 報告書」に記載されている調査報告書を作成し、先方

政府に対して説明・協議を行うものとする。本格調査は、調査の全工程（約 20 ヶ月間）を 3 つのフ

ェーズに分けて次の通り実施する。 

• フェーズ 1：水資源開発管理のフレームワークの策定 

• フェーズ 2：総合水資源開発管理のマスタ－プラン作成 

• フェーズ 3：フィ－ジビリテイ調査 

注：これまでの調査では、上記のフェーズ１とフェーズ 2 を一つのフェー

ズとして、マスタープラン作成調査としていたのが一般的であるが、

新水法に関連して、インドネシア国側からの要望で、二つのフェーズ

に分けた。 

下記の調査項目・内容は、基本的には時系列となっているが、各項目の作業機関には長短があり、

また並行作業や継続作業もあるので、必ずしも一つの項目で終わって次の項目へ進むということで

はないことに留意するものとする。 

なお、業務指示書には、より詳細な内容を示すが、この調査報告書では、作業項目のみ示すもの

とする。 
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フェーズ １：水資源開発管理のためのフレームワーク策定 

【国内準備作業】 

（１）既存資料の収集・分析及び質問票案の作成 

（２）インセプション・レポート（IC/R）の作成・提出 

【第１次現地調査】 

（１）IC/R の説明・協議 

（２）環境社会影響に関するスコーピング及び初期環境影響調査の準備 

（３）第 1 回ステークホルダーとの協議（パブリック・コンサルテーション） 

（４）現地状況把握踏査 

（５）既存データ収集・分析 

（６）個別詳細現地調査（再委託可能調査） 

調査１：洪水氾濫・土砂災害調査 

• 洪水氾濫実態調査 

• 土砂災害調査 

調査２：水管理施設インベントリ－調査 

調査３：GIS データベース構築 

調査４：河川水位流量観測 

調査５：水質調査 Water Quality Survey  

（７）気象・水文解析 

（８）洪水流出・氾濫解析と洪水被害予測 

（９）水質状況分析と評価 

（10）水資源利用状況の整理分析と水資源ポテンシャルの検討 

（11）水需要予測 

（12）水収支解析 

（13）水資源に係る課題の抽出 

（14）水資源管理計画のためのフレームワーク策定 

（15）プログレス・レポート（Ｐ/R）（１）の作成・説明・協議（13）第 1 回ワークショップの開

催（第 2 回ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰとの協議も同時開催） 

フェーズ ２：水資源開発管理のマスタープラン策定 

【第１次現地調査（継続）】 

（１）水源開発・管理代替案の作成・検討 

（２）マスタープランの予備策定 

（３）初期環境評価の支援  

（４）環境社会配慮への支援 

（５）マスタープラン策定 

１）総合水資源開発・管理計画の策定 

• 水資源開発計画 
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• 洪水・土砂災害対策計画 

• 河川水質改善対策計画 

• その他開発計画（必要な場合） 

• 水資源管理計画（モニタリング体制構築、法制度改善、流域保全、土地利用計画、

住民参加、水利権への提案など） 

２）概略施設設計 

３）概略事業費積算、事業実施工程の作成、段階別事業実施計画 

４）人材育成計画 

５）M/P の全体評価（技術面、経済・財務面、社会環境面など） 

（６）バリ州の水資源管理政策に対する提言 

（７）優先プロジェクトの選定  

（８）インテリム・レポート（IT/R）の作成・説明・協議 

（９）第 2 回ワークショップの実施（第３回ステークホルダー協議を同時開催） 

フェーズ ３：フィージビリテイ調査 

（M/P の中で選定された優先度の高い緊急プロジェクト及び対象地域に係る F/S の実施） 

【第 2 次現地調査】 

（１）追加情報資料収集分析及び現地補足踏査 

（２）EIA 調査のフレームワーク作成 

（３）加個別詳細現地調査（仮設定） （再委託可能調査）  

調査１：河川縦横断測量 

調査２：水収支の GIS モデル作成 

 （以下、対象プロジェクトの内容によってオプションとして追加する。） 

  ｵﾌﾟｼｮﾝ調査 1：導水管計画調査 

①導水管路線測量 

②導水管路線地質・土質調査 

③浄水場サイト測量及び地質・土質調査 

  ｵﾌﾟｼｮﾝ調査 2：貯水池計画調査 

①貯水池サイト測量 

②地質・ボーリング調査 

  ｵﾌﾟｼｮﾝ調査 3：水質調査 

調査３：住民参加社会調査 

（４）EIA 調査実施の支援 

（５）環境社会配慮に対する支援 

（６）プログレス・レポート（２）（P/R(2)）の作成・説明・協議 

（７）F/S のプロジェクトに対する実行計画策定 

• 施設的・非施設的対策計画 

• 各施設の予備設計 

• 施行計画(概略) 
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• 建設費、プロジェクト費用概算 

• 実施スケジュール 

• 経済・財務評価 

• 維持管理計画（概略） 

• 関連組織制度改善計画 

（８）提案された F/S でのプロジェクトの総合評価 

（９）水利用組合の能力支援計画 

（10）ドラフトファイナル・レポート DF/R の作成・説明・協議 

（11）第３回ワークショップの開催（第４回ステークホルダー協議を同時開催） 

（12）ファイナル・レポート（F/R）作成・提出 

５－４ 再委託調査業者に関する情報 

本件調査では、再委託調査が必要となる調査項目が多い。その再委託業者に係る情報入手につい

ては、短期間で多くの情報活動が必要になったこともあり、十分とはいえなかったが、国内帰国後

もメールなどで情報入手に努め補った。 

５－４－１ バリ州水資源部からの情報 

当初は、バリ州水資源部から実績と能力のある現地コンサルタントの紹介があるものと予定

していたが、紹介されたコンサルタントは、すべて中小規模で、ほとんどが JICA 調査を支援

するレベルとしては不足を覚えた。紹介されたのは、次の 6 社である。 

• CV. ASTA PRIMA （Jl.Pulau Saelus II No.18A, Denpasar） 

• PT GURNAGASA BIMA GRATAMA（Jl.Pulau Saelus II No.18A, Denpasar） 

• CV. PERENCANA UTAMA（Jl.Pulau Misol Gg. 7A No.9, Denpasar） 

• CV SIGMA BHUWANA（Jl.Batuyan Gg. Merpai I No.35, Denpasar） 

• CV ASA CUTRA GROUP（Jl.Gunung Catur II Blok E No.6, Denpasar） 

• CV ADWITYAM（Jl.Sandat No.15, Denpasar） 

これらのうち、比較的実績があるのは、CV. ASTA PRIMA 及び PT GURNAGASA BIMA 

GRATAMA であるが、両社は、実質的に同じグループでほぼ共有する社員がいる。バリ州水資

源部からコンスタントに受注しており、バリ州の水資源に関する各種情報もむしろ州政府より

持っていた。水資源部からの信頼感も高い。従って、この２社（実質的１社）からは、本格調

査において、何らかの協力を求めることが有効かつ必要と判断した。 

再委託予定分野において、各コンサルタントがどの分野の実績があり担当可能かという質問

に対しては、表を作成して記入を求めたところ、ほとんどが、半分以上の分野の調査実績があ

るという記入をしてきた。しかし、例えば、10 分野中 6 分野で担当出来ると聞いたコンサルタ

ントを訪問したところ、事務所は住宅街の一軒を使っており、社員数人といった感じで、今ど

んな仕事をしているのか聞いたところ、しばらく何もしていなくて、次の仕事を探している状

態とのことであった。しかも、英語を話せる人はいなかった。 

なお、バリにおいても、大規模コンサルタントの支社や事務所はあるのではないかと何度か
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また何人かに聞いたが、明確な返答は得られなかった。 

５－４－２ ジャカルタでの情報 

バリでの情報が予定と違っていたので、帰国時に立ち寄ったジャカルタにて、半日の時間し

かなかったが、追加情報収集を行った。その結果、帰国後のメールを使っての情報収集も含め

て、次のような情報を得た。 

政府系のコンサルタント大手 5 社があり、各々規模が大きく、実績もあり信頼できるレベル

に思えた。以下にその 5 社を示す。括弧内に、各社の主たる実績分野を示すが、各社ともその

他の分野でも実績があるとのこと。 

• PT BINA KARYA（主として、建築、交通関係に実績） 

• PT INDRA KARYA（主として、ダム・水力関係に実績） 

• PT YODYA KARYA（主として建築関係に実績） 

• PT VIRAMA KARYA（主として、灌漑関係に実績） 

• PT INDAH KARYA (主として灌漑関係)  

上記のうち、PT BINA KARYA のみ訪問できた。まずは、バリでのコンサルタントとの規模

や信頼度の違いを感じた。 

• 英語でのコミュニケーションに全く問題がなかった。 

• 会社らしい建物に事務所があった（バリでは自宅兼用という感じ）。 

• 常勤社員のみでも、300 人以上、そのうち技術者・専門家は約 250 人であった。 

• 実績としては、交通、建築部門が主であるが、水資源及び環境分野の実績もある。

また、代表者（社長）は、元ブランタス河開発事務所で経験を積んだ技術者であ

る。 

• PT INDRA KARYA は、訪問する時間がなかったが、インドネシアの河川水資源開

発の先駆的役割を果たしたブランタス河開発事務所が、政府系、建設系、コンサ

ルタント系に分かれた際に出来たコンサルタントであり、本社はジャカルタであ

る。東部ジャワのマラン市にも大きな支店を持っている。 

• 政府系でないコンサルタントもあるが、政府系の方が規模は大きいとのことであ

る。政府系でない民間コンサルタントとしては、参考として、PT. INDOSO GEMA 

UTAMA からメールによる情報を得たが、送られてきた資料から、対応には信頼

出来る感じに思えた。 

５－４－３ その他の情報 

上記の内容から、実績と能力と規模では、ジャカルタ（またはバンドン）に本社を持つよう

なコンサルタント会社に協力を求めるのが無難という考えにもなるが、次の面も考えて検討す

る必要があろう。 

• 個別の比較はしていないが、単価的にはバリ島でのコンサルタントのほうが安く、

さらに追加の移動費用もかからない。 

• バリ島でのコンサルタントは、現地情報を多く持っており、現地状況も熟知して
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いる。 

• バリ島は、インドネシア国第二の都市であるスラバヤに比較的近く、今回は調査

できなかったが、大手コンサルタントは、スラバヤにも支店を持っているものと

思われる。 

• バリ島のコンサルタントは、自社で技術者・専門家を常時抱えていなくても、必

要に応じて、迅速に個人コンサルタントや大学等から人材を調達できる情報と実

績を持っている。バリ島のコンサルタントが小規模でも、かなりの技術力を要す

るような調査を受注しているのは、そのことによるものと思われる。 

• 専門家は、外部から集められるにしても、測量やボーリングなど調査機材が必要

なものはどうするのか聞いたところ、これも大学などから比較的容易に借用・調

達できるとのことであった。 

• なお、ボーリング調査では、アユンダムサイトで実施中のコントラクターに聞い

たところ、SIJANTI DINAMIKA TEKNIKA (マラン)という、ブランタス河での地質

調査の経験をベースにしている会社であったが、元請はバリ島のコンサルタント

会社であった。 

• なお、インドネシアでは、契約額によって受注できる規模のコンサルタントが決

まっている。以前は、大、中、小の区分だったが、最近大、小の 2 区分になって、

大手が比較的小規模な契約を受注しやすくなっている。但し、JICA 調査では、こ

の規則は適用する必要はないと考える。 

５－４－４ 添付会社情報 

今回の事前調査において、見積もり作成への協力を得た次の会社には、会社情報も記入して

もらったので、参考として添付する。 

• PT BINA KARYA 

• PT INDESO GEMA UTAMA 

• PT Purnajasa Bimapratama 

５－５ 調査実施体制 

本格調査は JICA により選定されたコンサルタントが実施する。その調査団は、JICA 調査団とし

て派遣される。 

インドネシア国側実施機関は水資源総局（DGWR）及びバリ州である。本格調査実施にあたって

は、調査を効率的かつ円滑に実施するために、ステアリングコミティーが設置される予定である。

同コミティーは、調査の進捗を把握し、必要に応じて、政策、規則、手続き等に関してガイダンス

を行い、調査の改善と支援を行うものである。 

ステアリングコミティーのメンバーとしては、次のような機関が予定されている。 

• Head of Bali Provincial Public Works Service as the Chairman 

• Head of Bali Provincial Water Resources Development Office, as Secretary 

• Head of Planning Service of Bali Provincial Water Resources Office 

• Head of Bali Provincial Irrigation Section 
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• Provincial Development Planning Service (BAPPEDA) 

• Ministry of Settlement and Regional Infrastructure (KIMPRASWIL) 
また、ステアリングコミティーとは別に、テクニカルワーキンググループも設置されることにな

っている。調査において情報・資料の提供を含めて技術面及び科学面から支援するのが目的であり、

次のようなメンバーから成る予定である。 

• KIMPRASWIL（代表） 

• The Provincial Office 

• Regency Office 
また、日本側の大使館、JICA 事務所、JBIC 事務所の他、関係プロジェクト事務所やドナー機関事

務所とも、必要に応じ適宜情報交換・協調体制を築くことになる。 

５－６ 調査工程及び団員構成 

５－６－１ 調査工程 

本調査は、平成 16 年 5 月下旬に開始し、約 20 ヶ月後の平成 17 年 12 月末の終了を目途とす

る。調査は基本的に次の 2 フェーズに分けて行うものとする。 

フェーズ１：マスタ－プラン（M/P）作成 

バリ島全体を対象とした現地調査結果に基づき、水資源開発・管理のマスタ－プラン

作成をする。また、次のフィージビリテイ調査を行う対象分野と区域・流域を比較検討

して提案する。 

フェーズ 2：フィージビリテイ調査（F/S） 

M/P で選択されたプロジェクトについてフィージビリテイ調査を行う。 

フェーズ１は、ほぼ 9 ヶ月間で終了するものとし、その後の約 11 ヶ月でフェーズ 2 が行わ

れることを目途としている。 

調査工程及び各報告書の作成時期は、目途として次図に示すとおりとする。 

調 査 工 程（案） 

月    数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

Phase1:  
Master Plan Study 

                     

Phase2:  
Feasibility Study 

                     

Reports                      

５－６－２ 団員構成 

調査団は、次の各分野を担当するメンバ－から構成される。 

（現時点で参考として記入した団員案） 

① 総括/水資源開発管理計画 

▲ 
IC/R 

▲ 
P/R(1) 
▲ 
P/R(1) 

▲ 
IT/R 

▲ 
P/R(2) 

▲ 
DF/R 

▲
F/R
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② 河川・治水 

③ ダム・砂防 

④ 水文・水理 

⑤ 地質・地下水 

⑥ 農業・灌漑 

⑦ 上水道計画 

⑧ 組織・法制度 

⑨ 社会・経済・財務 

⑩ 環境・水質 

⑪ 社会配慮・住民参加 

⑫ 施設設計・積算 

⑬ GIS 

５－７ 調査実施上の留意点 

本格調査実施上の留意点については、業務指示書に各項目の詳述をするものとするが、本報告書

本文では、項目のみ示すものとする。 

(1) 環境社会配慮ガイドラインの尊重 

(2) IEE 及び EIA におけるインドネシア国側の協調と責任の確認 

(3) IEE 及び EIA 調査におけるインドネシア国側の対応への指導 

(4) 調査の過程での重要事項についてステークホルダーから同意を得ることの必

要性 

(5) Public Consultation の必要性と重要性 

(6) 情報開示の必要性 

(7) バリ島の特異条件に配慮（ヒンズー教、SUBAK、観光など） 

(8) F/S で対象とするプロジェクト及び対象地域選定への配慮 

（水供給、洪水対策、水質改善関係から 3～4 プロジェクトの目安） 

(9) 他ドナーとの連携・協調、情報収集 

(10) 関連プロジェクトとの整合性 

(11) 給水計画に係る既存 IBRD の調査などへの配慮 

(12) 洪水対策・土砂災害対策の調査・検討に係る重点地区選定などへの配慮 

(13) 河川流量整理・分析時の灌漑取水状況への配慮 

(14) 水質調査及び改善対策計画に係るインドネシア国の生活習慣、ごみ問題、下水

道整備などへの配慮 

(15) 既存灌漑計画は調査するが基本的には新たな改善計画までは策定しないこと 

(16) 既存水利権への配慮 

(17) 地方分権法及び水資源分野の構造改革（WATSAL）との関係への配慮 

(18) 新水資源法への配慮 

(19) 長い歴史と実績に支えられた水利用最大の組織 SUBAK への配慮 

(20) 住民参加型手法による計画立案手法の検討 
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(21) インドネシア国側の調査実施（対象）機関との連携体制の構築 

(22) 有効かつ効果的な技術移転への配慮 

(23) 重要産業である観光分野への配慮 

(24) データベース構築と GIS 使用への対応 

(25) 基本的にほとんど現地調査にて実施することを検討 

(26) 現時点で明確に出来ない F/S 調査時の再委託調査項目の想定 

(27) バリ州全体を一流域として総合的な調査計画を進めることと多くの中小河川

からなる流域区分方法への配慮 

(28) 治安状況の確認及び安全確保への配慮 

５－８ その他調査参考情報 

５－８－１ 既存資料の状況  

本格調査に関しての収集資料は、本報告書の付属資料に添付した通りであるが、特に参照す

べき代表的な資料は、それ以外にも各種あると考えるが、本報告書を除いて次の通りである。 

（１）既存の水資源に係る全体計画 

本格調査に係る調査・計画として、個別の関連プロジェクトの他に、バリ島全体または

広域を対象とした調査・計画の報告書として次のようなものがある。 

• Need Assessment and Assistance in the Preparation of Water Resources Management Plan 
for Bali, June 1993, by CIDA 

• Master Plans, Bali Water Supply, May 2000, by SMEC 他 

• Bali Urban Infrastructure Project, Oct 2002, by IBRD Loan 

（２）バリ州作成水資源に関する報告書 

• Konsep Rancangan Kebijakan Sumber Daya Air Propinsi Bali (June 2003) 

• Summary of Expected Projects (April 2002) 

（３）気象・水文・水質データ 

• Publilkasi Data Hidrologi Dan Kualitas Air Propinsi Bali (Annual Book) 

• Publikasi Data Hirologi Bali, Tahun 1993-1997 

（４）その他 

• 各種地形図・地図（特に Periplus Editions の Bali Street Atlas） 

• Ayun ダム関連既存報告書及び図面 

５－８－２ 調査用資機材 

コンサルタントは、現地調査用として、次のような資機材を必要とすることが考えられる。 

＜現地調達分＞ 



 

－ 99 － 

パソコン（Windows、Office 等必要ソフト、消耗品等含む）、プリンタ、スキャナー、GIS ソ

フト、GIS 空間分析ソフト、その他データベース関連ソフト、非常用電源バックアップ、コピ

ー機、ファックス機、GPS、高度計など。 

＜本邦調達分＞ 

プラニメータ、流速計、簡易水質分析器、簡易井戸用水位計、実体鏡、測距儀、プロジェク

ター、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ、ハンドレベルなど。  
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